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　本研究は、地域課題の解決に向けて、担い手と担う仕組みの実践的あり方を導出することを目的としている。地域課題はこれまで、地域住民自治組織（以下；地縁組織）やNPO等が担ってきた。地域課題の顕在化とともに、それらの主体への期待は一層高まっている。しかしながら、地縁組織は加入率の低下や担い手の高齢化と不足等の課題を内包しながら活動を継続している。近年は、地縁組織とNPOの協働や、地域自治組織の結成に注目が集まっているが、地縁組織の担い手の減少は、それらも成立し得ない状況をもたらす。このような背景から、先の担い手問題を克服しながら、地域課題を誰がどのように担っていくかという焦眉の課題に正面から答える実践的な解が多くの地域で求められている。
まちづくりの専門家として約20年にわたって現場に関わる中で、それを乗り越える方法として、延藤（2013）の論考の「 eq \* jc2 \* "Font:ヒラギノ明朝 Pro W3" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(しはつきょうどう),私発協働)」の概念に辿り着いた。「私発協働」とは、「＜私＞から始まり、まわりをゆるやかに引きつけ、ともに力を発揮し合うことを通じて『公共の幸福』に導く一連のプロセス」を指す。
内閣府の調査によると近年、個人の社会貢献欲求が高まりが確認されている。また多くの地域で「子どものため」を動機とした子育て世代の地域への関わりや「社会貢献を通じた自己実現」のために、子ども食堂等に関わる若者の姿もみられている。なかには、自身の問題意識と地域課題との間に重なりを見出し、地域リーダー等の地域の関係性の中で活動している個々人と協働して地域課題の解決に取り組む事例もみられている。
そこで本研究では、この「個人の関心や問題意識あるいは自己実現を動機として地域における活動に関わる個々人（以下；私発アクター）」に着目し、「私発協働」のプロセスを通じて、個人の力量を十全に発揮されながら、地域課題の解決を図ることを可能とする組織や態勢の構築のあり方の導出を目指した。ただ、延藤の「私発協働」は、個人の想いをきっかけとした周囲の人びととの相互作用による創発的な取り組みを紹介することで、その可能性は語られているが、「私発協働」のメカニズムや、＜私＞個人の力量を束ねて地域の力としていくあり方とその要件が十分に明らかになっていない。本研究のオリジナリティは、この「私発協働」のメカニズムとその要件を明らかにすることと、それらを一般化することで、他の地域でも取り入れることのできる実践的な解を提示することである。
　本研究課題を明らかにするために、個人を起点として「地域で子どもを育む活動」を展開し、成果をあげている4つの地域（取り組み）へのケーススタディを行った。調査では、各地域での参与観察を行い、各対象者へのヒアリング調査を数次にわたって実施した。複数の事例からみえる取り組みの創出プロセスと、取り組みの創出過程で起こる個人の変容や周囲の人びととの関係性の構築・変容、地域資源や仕組みの変容に着目して比較検討を行った。
事例は以下の4つである。１つ目は、神戸市真野地区の「マノウィン（ハロウィン真野版）」である。子育て世代の有志が主体となった動きを既存地縁組織や小学校がバックアップしながら取り組みを創出している。２つ目は、福岡市小田部校区の地域パトロール活動である。校区内で起きた児童の連れ去り未遂事件を契機に、子育て世代の有志が立ち上がり、パトロールカー等による見守り活動を展開している。３つ目は、久留米市安武校区のこども食堂である。協議会型自治組織の有償専従の事務局員となった個人が、地域の子と親の抱える問題に目を向け、地域で活動するメンバーと協働しながら「こども食堂」を展開している。４つ目は、京都市A学区の「S食堂（こども食堂）」である。家族関係や子とその親の居場所づくりに問題意識を持つ個人が、地域外から当該地域に関わり、周囲の人びとや地域リーダー層と関係性を築きながら協働で「S食堂」を実施している。いずれも個人の動きから周囲の人びととの協働を経ることによって課題解決の取り組みを創出した事例を調査対象としている。
　各事例で確認された「私発協働」のプロセスの分析を通じて以下のことが明らかになった。
１つ目は、私発協働のメカニズムである。起点には、強い問題意識や関心を持つ＜私＞個人の存在があり、その個人が他者の存在や出来事をきっかけとして発露していくことがわかった。そして、＜私＞個人の動きはさらに＜私たち＞の動きへと変容している。その＜私たち＞の動きへの変容は、問題意識の共有や対話を通じた共感と呼応に大きく影響していることがわかった。さらに取り組みの中心を担うアクターだけではなく、周囲の人びとが同時連鎖的に変容していくことによって、信頼関係が形成や仕組みの構築を伴いながら、取り組みの創出に至ることが明らかになった。
２つ目は、私発協働の過程で、個人・関係性・仕組みは連関的な相互作用によって変容するという状況の発見である。個人の変容は、関係性や仕組みといった複数の変容を生起させている。同様に、関係性や仕組みの変容は、個人に影響している。この動的な過程を経ることによって、組織的協働関係が構築されることが明らかになった。
3つ目は、「私発協働」によって表れた「個人・関係性・仕組みから成る分かちがい集合体」という様態こそが、地域課題解決の態勢であることの発見である。個人か組織、またはそれらを動かす制度のいずれかの独立したものを担い手と目するのではなく、個人・関係性・仕組みの連関的な相互作用によって生成された集合体の全体を「地域課題解決の担い手」と捉える必要があることを見出した。
